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研究成果の概要（和文）：本研究では、人口10万人の地方都市の復興・再生プロセスにおいて、中心市街地の新
たな役割というテーマを設定し、都市変容過程と中心市街地の社会的資源を分析し、地域再生のプロセスとマネ
ジメント手法についての考察を行った。
その結果、都市の復興・再生プロセスに関して、2011年以降活発化した、個人や小規模な活動主体による事業や
拠点の展開を把握し、中心市街地の役割を再定義した。また、市民主導の活動や事業と、行政施策に市民が応答
することで生まれた活動・プロジェクト、双方の連携とネットワーキングにより展開した一連の運動領域などが
判明し、都市固有のスケールと特性に合わせた社会的資源の蓄積が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：In this research, I studied the changes of urban areas, activities of 
citizens, nonprofit sectors, and the process of revitalization in three target areas to illustrate 
the key of sustainable process and urban management in Japanese local middle-scale cities. 
Especially, after 2011, the Tohoku earthquake, the personal and small social activities are 
dramatically expanded and networked to rehabilitate the areas. In the result, I redefine the role of
 city center for the process of urban revitalization. I found that the process of networking and 
making partnerships for urban revitalization is interactive between citizen sectors and public 
sectors, based on typical scale and local characteristics.

研究分野：建築学・都市計画・建築計画

キーワード： 都市計画　震災復興　市街地整備　住環境　地方創生
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 本研究は、人口 10 万人規模の地方都市を
対象として、研究代表者がこれまで進めてき
た研究課題と、東日本大震災被災都市を対象
とした研究の知見から浮かび上がった、以下
の４つのテーマの統合を目指した研究であ
る。 
１） 地方都市における東日本大震災以降の
社会状況の変化に合わせた実態把握 

２） その背景にある、３つの時間的スケール
による複眼的な都市変容過程の解読 

３） 中心市街地・広域の一体的環境における
関係分析に基づく、中心市街地の社会資
源と役割の考察 

４） 包括的アプローチによる地域再生プロ
セスとそれを支えるマネジメント手法
の検討 

 
 我が国の地方都市は、平成以降の自治体広
域合併や急激な郊外化、中心市街地の高齢化、
基幹産業の衰退など、「失われた 10 年」と
呼ばれた 90 年代以降、独自の経緯をたどっ
てきた。これらの経緯は現在十分把握されて
おらず、早急な実態把握と課題の整理が求め
られる。これに対し、2000 年代に制度拡充、
改正が進められた都市・地域再生、中心市街
地活性化の諸施策は、その策定から年数が経
過する中で一定の成果を挙げる一方、その大
半は大都市圏や地方中核都市に限定され、10
万人規模以下の都市・地域に対する再生方策
は十分展開できていないという問題が浮か
び上がっている。 
 さらに、東日本大震災以降、被災エリアで
展開されている震災復興都市計画の事業・施
策は、目下の災害対策や基盤整備、住宅供給
等に集中しており、今その時期を迎えている
復興の第二ステージにおいて、都市の持続に
対するビジョンと方法論を組み立てること
が緊急の課題として挙げられる。 
 この問題に対して、都市計画分野でテーマ
となってきた、商業・交流を軸とした中心市
街地活性化や、環境・都市機能の再編を目指
すコンパクトシティなど、従来の概念と枠組
みで考えることには限界があり、新しい考え
方や地域の捉え方、まちづくりの手法等を考
える必要がある。また、2000 年以降の中心市
街地は、従来の商業、人口等の観点からは衰
退が著しい状態であるが、社会資源の一定の
蓄積と新たな起業、居住等の動きが見られ、
中心市街地（旧市街）の役割の再定義が必要
である。 
 東日本大震災以降、被災したエリアを中心
として、大きな社会状況の変化に直面してい
る。そこでは、暮らし方、働き方、コミュニ
ティ、地域との関係など、震災を契機に価値
観やライフスタイルの見直しが行われ、特に

小規模な地方都市において、居住動向や雇用、
事業の動向などで従来にはない変化が出始
めている。合わせて、被災地域や人口減少地
域においては、社会的企業や非営利セクター
が大きく進展している状況があり、新たな実
態に即した地域再生プロセスの構築が求め
られる。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、10 万人規模の地方都市を対象に、
現在の社会的環境を読み解く上で、①近代都
市の形成期、②高度成長期以降の 50 年、③
2000 年以降の 10 年、④2011 年以降の５年、
という４つの時期区分を用いて、居住環境、
産業と雇用、まちづくりの基盤と体制等の面
から変容過程を分析し、周辺地域との関係構
築と社会資源の蓄積という２つの観点から
中心市街地の新たな役割を考察し、震災や人
口減少など、逆境的状況から環境が再編され
る過程を捉え、10 年という時間的区切りの中
で実現可能で、かつ震災復興を超えた普遍性
を持ちうる地域再生プロセスの確立につな
げることを目的とする。 
 
３．研究の方法 
１）最初に、以下の３つのカテゴリーの都市
群から、中心都市と周辺地域を含めた人口規
模が 10 万人〜20 万人程度の地域を研究対象
候補地域として抽出した。 
Ａ：東日本大震災により甚大な被害を受けた
東北地方三陸沿岸部の都市 
Ｂ：東日本大震災により大きな被害は受けて
いないが、Ａの都市群に類する東北地方の都
市 
Ｃ：大都市圏、政令市に隣接する地域を除い
た中部・中国・四国・九州地方の都市で、 
Ａの都市群に類する都市 
２）これらの対象候補のうち、以下の諸条件
について基礎調査を行い、対象を数都市に絞
り込む。 
ａ：近代以降、港湾や製造・加工業、重化学
工業など、都市基盤と産業構造が大きく変化
した都市 
ｂ：すでに大きく人口減少が進んでいる、も
しくは人口減少期に入りつつある都市 
ｃ：平成の大合併等により、一つの都市の中
に旧市街と既成市街地、島嶼部、農村・漁村
集落、中山間地域など、複数の性格を持つエ
リアが包含された広域圏を持つ都市 
ｄ：近年、居住や社会的企業、地域再生に関
して新たな動きが見られる都市 
３）対象地域における都市変容の分析を行う
ために、以下２つの時期における市街地変容
と土地・建物、産業・事業所等に関する資料
収集と、現地での実態調査を行う。 
①近代都市の形成期（1868-1960 年代）の 100
年間／②高度成長期以降の 50 年間 
４）2000 年以降の約 10 年間における、中心



市街地と広域における地域再生に関わる主
体と事業、プロジェクト等に関する資料の収
集と、ヒアリング調査を中心とした現地での
実態調査を行い、地域再生の土台となる環境
について分析する。 
５）経済センサス（旧事業所・企業統計調査）、
国勢調査小地域統計、工業統計調査等のデー
タ分析と関連資料の収集、現地調査を行い、
対象地域における産業、事業の集積状況と内
容の詳細を把握する。 
６）対象地域における中心市街地と広域の空
間計画、産業振興、文化政策等に関連する行
政施策と取り組みに関する実態調査を行う。 
７）上記調査で得られたデータを用いて、地
域再生の多様な担い手と、市民、公共、民間
セクター間の関係性を整理し、地域再生プロ
セスに関する連関チャートを作成し、このチ
ャートと連動したデータベースを作成する。
合わせて、それぞれの調査結果と照らし合わ
せた考察を行う。 
８）３）〜６）の分析結果と、７）で作成し
たデータベースを用いて、地域再生に関する
市民、行政、民間各セクターへのインタビュ
ー調査と、意見交換のためのワークショップ
を行う。 
９）８）のインタビュー調査・ワークショッ
プで出た議論を、３）〜６）の分析結果と照
らし合わせ、地域再生プロセスとマネジメン
ト手法の確立に関する知見を抽出する。 
 
４．研究成果 
 2013年度は対象地域を選定し、分析フレー
ム・方法の検討を行い、代表的都市における
関連データ、資料の収集と現地での実態調査、
ヒアリング調査を実施した。また、中心市街
地を取り巻く社会資源の分析と都市変容過程
の解読、地域再生の土台を構成する環境と諸
要素の関係分析を行った。 
 具体的には、最初に研究方法で設定した３
つの都市群から、中心都市と周辺地域を含め
た人口規模が10万人～20万人程度の地域を研
究対象候補として抽出した。 
 次に、これらの対象候補のうち、以下の３
つの条件について基礎調査を行い、対象を絞
り込む作業を行った。①近代以降、都市基盤
と産業構造が大きく変化した都市／人口減少
が進みつつある都市／②平成の大合併等によ
り、一つの都市の中に旧市街と既成市街地、
中山間地域など、複数の性格を持つエリアが
包含された広域圏を持つ都市／③近年、居住
や社会的企業、地域再生に関して新たな動き
が見られる都市。 
 その結果、宮城県石巻市、富山県高岡市、
広島県尾道市を研究対象として選定した。 
３地域における都市変容の分析を行うために、
市街地変容と土地・建物、産業・事業所等に
関する資料収集と、現地での実態調査を行っ
た。 
 最後に、2000年以降の約10年間における、

中心市街地と広域における地域再生に関わ
る主体と事業、プロジェクト等に関する資
料の収集と、ヒアリング調査を中心とした
現地での実態調査を行い、地域再生の土台
となる環境について分析した。 
 2014年度は、研究対象地域として選定した、
宮城県石巻市、富山県高岡市、広島県尾道市
との比較対象として、青森県八戸市、山形県
鶴岡市、鳥取県鳥取市を選定し、これらの地
域において、中心市街地を取り巻く社会資源
の分析と都市変容過程の解読、事業所と商店
等の集積、中心市街地と広域における地域再
生を行う主体・事業に関する調査と、住民や
活動主体へのヒアリング調査を行った。 
 合わせて、３つの研究対象地域の市街地内
の特徴的な地区を複数絞り込み、空き家を含
む建物・街路・空地など空間ストックの時系
列での変化と、建物用途・権利等の変遷の分
析を行った。 
 その結果、市民主導の活動や事業展開と、
行政の施策に市民が応答することで生まれ
た活動・プロジェクト、双方の連携とネット
ワーキングにより展開していく一連の運動
領域などが判明し、これら３つの特性を持つ
動きが重層する、10万人都市固有のスケール
と市街地特性に合わせた社会的資源の蓄積
の一端が明らかになった。 
 2015年度は、３つの対象地域において、中
心市街地で蓄積された社会関係資本と、それ
をもとに派生した活動主体と拠点、プロジェ
クト群の詳細な分析を行った。また、2014年
度に実施した中心市街地の変容過程調査のう
ち、2000年以前の100年間の建物ストックと事
業者、事業組織（商店街組合、同業者組合等）
の変化についてのより詳細な調査を実施し、
空間変容と社会組織の形成の関係を再度考察
した。 
 次に、市民主導の活動や事業展開と、行政
の施策に市民が応答することで生まれた活
動・プロジェクト、双方の連携とネットワー
キングにより展開していく一連の運動領域に
関しては、主要な活動主体（NPOやプロジェク
ト実行組織等）へのヒアリング調査とワーク
ショップを継続的に実施し、中心市街地内の
再生プロセスの定着と、中心市街地外の広い
地域での新たな事業等の展開の両面から考察
を進め、一定の成果を得た。 
 2016年度は、３つの対象地域において、震
災復興を含めた再生対象市街地と広域エリア
の近年10年間の空間変容とコミュニティ形成、
中心市街地での市民・民間セクターによるま
ちづくり活動、関連する行政施策を把握し、
相互の関係について分析を実施した。 
 市民主導の活動や事業展開と、行政施策に
市民が応答することで生まれたプロジェクト、
双方の連携とネットワーキングにより展開し
ていく一連の運動領域に関しては、主要な活
動主体へのヒアリング調査とワークショップ
を継続的に実施し、中心市街地内の再生プロ



セスの定着と、中心市街地外の広い地域での
新たな事業等の展開の両面から考察を進めた。 
 また、富山県高岡市においては、伝統工芸
と製造業、観光に関連した民間・市民主導の
事業、プロジェクトと中心市街地の空間変容
の関係について、広島県尾道市においては、
中心市街地衰退商業地区の空き店舗、併用住
宅の実態と活用されていない歴史的建造物の
ビルディングタイプ（蔵、別荘住宅等）とそ
の活用等に関連したまちづくり活動について、
宮城県石巻市においては、震災復興事業で新
たに建設された復興住宅と再建建物に関連し
た住民、商店主等のコミュニティ形成と非営
利・市民セクター（ＮＰＯ、一般社団法人）、
社会的起業等の関係についてという、独自の
テーマを設定し、10年間のプロセスと空間変
容、社会組織の形成の関係を考察した。こう
した活動の派生と関係性の定着は、いずれも
後半の数年で多様化し、一定の集積が生まれ
ていることが観測され、これらが中心市街地
の今後の新たな役割につながるシーズである
ことが明らかになった。 
 最後に、ケーススタディを継続的に実施し
た３つの地域から読み取った再生プロセスと
事業・活動展開の意味の考察をもとにした、
再生手法の確立に向けた知見のまとめを行い、
本年度の主な研究成果である論文と書籍にま
とめた。 
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